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政策体系上の位置付け

 安全で質が高く災害に強い水道を確保する
こと

評価実施時期：平成２０年８月 担当部局名：健康局

基本目標Ⅱ
　安心・快適な生活環境づくりを衛生的観点から推進する
こと
施策目標２－１
　安全で質が高く災害に強い水道を確保すること

（Ⅱ－２－１）

施策名

施策の概要

　現在及び将来の需要者に対し、安心して飲める水を安定的に適切な負担で供給するため、経営・
技術の両面にわたり運営基盤の強化を図る。また、国民の安心が得られる安全性の確保、さらには
地域差のある快適性の向上に向けた施策を展開する。さらに、地震、渇水等の災害発生時、テロ等
の事態においても、断減水による国民生活・社会経済活動への影響を未然に防止あるいは軽減する
ため、水道施設の耐震化や渇水対策を推進する。

【評価結果の概要】

（現状分析（施策の必要性））
　我が国の水道は今日では大部分の国民が利用できるまでに普及しているものの、水道未普及地域の解消、
水道管理の徹底、地震等の災害対策、水道施設の計画的な更新、運営基盤の強化等に向けた取組が必要と
されている。将来にわたり安全で良質な水を安定的に供給できるよう、平成１６年６月に「水道ビジョン」を作成
し、水道関係者の共通の目標となる水道の将来像とそれを実現させるための施策、行程を示すとともに、各水
道事業者等に対しては、自らの事業の現状と将来見通しを分析・評価した上で、目指すべき将来像の実現に
向けた方策等を示す「地域水道ビジョン」の作成を推奨している。
　また、平成１８年度末現在、水道事業者等の総数は９，３０４に上るが、小規模水道事業者においては基幹施
設の耐震化、安全な水道水を供給するための技術者の確保及び経営基盤強化等が困難となる場合が多いた
め、統合、広域化を推進することが求められている。
  水道未普及人口は着実に減少しており、水道普及率も平成１５年度は９６．９％であったのが、平成１８年度は
９７．３％となっている。一方、水道未普及地域においては、井戸利用により生活用水を得ている場合が多い
が、水質基準を超過している井戸も多数存在し、そのような地域において特に水道の普及が急がれる。
　基幹施設や基幹管路の耐震化は十分には進んでいない状況であり、地震が発生した場合に被害発生を抑
制し、影響を小さくすることが重要であることから、水道事業者等の耐震化事業を計画的に実施していく必要が
ある。また、渇水対策として地域の実情に応じた水資源確保等の推進を図る必要がある。

【参考】厚生労働省健康局水道課ホームページ
　水道ビジョンについて
　：http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/kenkou/suido/vision2/vision2.html
　地域水道ビジョンについて
　：http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/kenkou/suido/topics/chiiki.html

（有効性）
　地域水道ビジョン策定状況は平成１９年度では５１％と向上している。策定されている地域を給水人口ベース
で集計すると、平成１８年度の５２，０７８千人に対して平成１９年度は６０，０１９千人となり、水道の運営基盤の強
化は毎年着実に進んでいる。また、広域水道受水人口（※）は、平成１５年度の８０，０６４千人に対して平成１８
年度は８１，７００千人となり、水道事業の統合による広域化が着実に進んでいる。
　水道未普及人口は着実に減少しており、水道普及率も平成１５年度９６．９％であったのが、平成１８年度は９
７．３％であり、国庫補助事業による簡易水道の整備等により、未普及地域における水道の整備が有効に行わ
れている。
　水質基準適合率は９９．９％以上という高い水準を維持しており、また、直結給水実施総戸数は、平成１５年度
の１，１３１千戸に対して平成１８年度は１，７１６千戸となり、直結給水実施総戸が毎年度増加し、施策が着実か
つ有効に進んでいる。
　地震に強いダクタイル鋳鉄管の布設延長割合は毎年着実に増加し、かつ、強度が低い石綿セメント管の布設
延長割合は減少している。また、基幹管路の耐震化率は、平成１７年度に１０．８％に対して平成１８年度は１１．
９％となり、地震に対する十分な備えができているとはまだ言えない状況にあるが、着実に増加している。被害
の影響範囲の縮小、早期復旧や応急給水の充実のため基幹管路が耐震化されていることが重要であることか
ら、国庫補助等の施策は災害対応力の強化に有効である。
　また、渇水時においても国民の生活を守ることができるよう安定的な水道水源の確保のための事業に対する
国庫補助等の施策により、水道水源開発を推進することによって、渇水による断減水影響人口の減少を図って
いる。

　※広域水道受水人口＝広域水道事業（企業団等地方自治体が共同で行っている水道事業及び県営水道事
業）の給水人口＋水道用水供給事業（水道事業者に対して水道用水を卸売りする事業）から受水している水道
事業（広域水道事業は除く）の給水人口



施策に関する
評価結果の概
要と達成すべき
目標等

（効率性）
　簡易水道再編推進事業及び水道広域化施設整備費に係る国庫補助事業については、　費用対効果につい
て確認した上で補助採択しているところである。平成１８年度に簡易水道再編推進事業及び水道広域化施設
整備費として新規国庫補助採択を行った４０件の事業の費用便益比は、事業が実施されない場合の減断水被
害額等を事業費で除したもの等を用いて算出し、いずれも１以上であるため投資効率性があるといえる。
　水道未普及地域解消事業に係る国庫補助事業については、平成１１年度新規採択分より、費用対効果につ
いて確認した上で補助採択しているところである。平成１８年度に水道未普及地域解消事業費として新規国庫
補助採択を行った７０件の費用便益比は、事業の実施により未普及地域の人々が各自水源を確保するのに必
要な支出を回避できる費用を事業費で除したもの等を用いて算出し、いずれも１以上であるため、未普及地域
における水道施設の整備が効率的に行われているといえる。
　高度浄水施設等整備に係る国庫補助事業については平成１１年度新規採択分より費用対効果について確認
した上で補助採択しているところである。平成１８年度に高度浄水処理施設の新規国庫補助採択を行った１８件
の費用便益比は、導入により需要者が浄水器等の代替手段の支出を回避できる費用を高度浄水処理事業費
で除したもの等を用いて算出し、いずれも１以上であるため投資効率性があり、高度浄水処理の導入による安
全で質が高い水道の確保が効率的に行われているといえる。
　水道管路近代化推進事業に係る国庫補助事業については、平成１１年度新規採択分より、費用対効果につ
いて確認した上で補助採択しているところである。平成１８年度に水道管路近代化推進事業費として新規国庫
補助採択を行った２２件の事業の費用便益比は、事業が実施されない場合の減断水被害額等を事業費で除し
たもの等を用いて算出し、いずれも１以上であるため投資効率性があるといえる。

（評価結果の分類）

（総合的な評価）
　各水道事業者の現状と将来見通しを分析・評価した上で、目指すべき将来像の実現に向けた方策等が示さ
れている地域水道ビジョンの策定は、水道の運営基盤の強化に対しても効果があり、その数は毎年着実に増加
している。
　また、広域水道受水人口の増加や市町村合併による水道事業の統合が進んでいることから、広域化の推進
による経営基盤の強化が進んでいると評価できる。従来の事業統合による広域化に加えて、経営の一体化、管
理の一体化、施設の共同化による新たな概念の広域化を推進していく必要がある。
  水道未普及人口は年々減少しており、水道未普及地域の減少に効果があった。今後も引き続き現行の施策
を推進し、水道未普及地域の解消に努めていく必要がある。
　高度浄水施設整備等についての国庫補助や水道事業者等への立入検査等が相まって、安全で質が高い水
道水の供給に効果があったと評価できる。また、高度浄水施設等整備にかかる国庫補助事業については、個
別の事業の新規採択の際に費用対効果分析（参考参照）を行っており、効率的な運用が行われているものと評
価できる。今後も引き続き現行の施策を推進して実績目標の達成を目指し、安全で質が高い水道水の供給の
確保に努めることが必要である。
　直結給水実施総戸数についても年々増加しており、直結給水の実施が毎年着実に進んでいると評価できる。
　水道施設の耐震化の状況は十分といえる状況ではなく、耐震管路延長の増加等水道水の安定供給のための
基盤施設整備の推進が重要。施策により管路の耐震化が着実に進んでいると評価できる。今後も引き続き現
行の施策を推進し、災害に強い水道の整備など水道水の安定供給を図ることが必要である。
　渇水対策については、渇水時においても国民の生活を守ることができるよう、安定的な水道水源を確保する
ために、地域の実情や特性を踏まえ、今後とも水道水源開発等の対策を着実に進めることが必要である。

【参考】厚生労働省健康局水道課ホームページ
　水道事業の費用対効果分析マニュアル
　　http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/kenkou/suido/hourei/jimuren/dl/070730-1.pdf

ⅰ 施策目標の終了・廃止を検討（該当する場合に○）
ⅱ 施策目標を継続（該当する場合に次のいずれか１つに○）
（イ）施策全体として予算規模の縮小等の見直しを検討
（ロ）見直しを行わず引き続き実施
（ハ）施策全体として予算の新規要求、拡充要求等の見直しを検討
ⅲ 機構・定員要求を検討（該当する場合に○）

（理由）
これまで示した通り、いずれの指標についても前年度比で、また、近年継続的に向上

、 。していることから 安全で質が高く災害に強い水道の確保に効果があったと評価できる
今後も引き続き現行の施策を推進し、目標の達成を目指し、安全で質が高く災害に強い
水道を確保することに努めていく必要がある。



【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】

関係する施政
方針演説等内
閣の重要政策
（主なもの）

年月日施政方針演説等 記載事項（抜粋）

施策目標に係る指標
（達成水準／達成時期）
※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

なお、指標７は、数値を減らすことを目標としているため、どれだけ減らすことがで
きたかに着目し、目標達成率を「１＋（達成水準－実績値）／達成水準」として算定
（０～２００％ 。）

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９
－ － 30 44 51１ 地域水道ビジョン策定状況（％）

【 】【 】（前年度以上／毎年度） 146.6％ 115.9％
(68.4) (68.6) (68.8) (69.1) 集計中２ 新広域化率（％）

【 】【 】【 】（前年度以上／毎年度） 100.3％ 100.3％ 100.4％
96.9 97.1 97.2 97.3 集計中３ 水道普及率（％）

【 】【 】【 】（前年度以上／毎年度） 100.2％ 100.1％ 100.1％
100.0 99.9 99.9 100.0 集計中４ 水質基準適合率（％）

【 】 【 】【 】（100％／毎年度） 【100％】 99.9％ 99.9％ 100.0％
1,131 1,303 1,460 1,716 集計中５ 直結給水実施総戸数（千戸）

【 】【 】【 】（前年度以上／毎年度） 115.2％ 112.0％ 117.5％
集計中６ 基幹施設の耐震化率（％） (浄水施設) (浄水施設) (浄水施設) (浄水施設)

（19.9） （18.6） 12.4 13.0（100％／平成25年度）※
集計中（配水池） （配水池） （配水池） （配水池）

（26.3） （27.6) 20.1 23.0

（13.5） （13.8） 10.8 11.9 集計中基幹管路の耐震化率（％）
（100％／平成25年度）※

474 130 3,015 9 集計中７ 渇水による水道の断減水影響人口
【 】 【 】（千人 （前年度以下／毎年度）） 172.6％ 【0.0％】 199.7％

（調査名・資料出所、備考）
・指標１は、健康局水道課調べ。全国の水道給水人口に対し地域水道ビジョン策定済み

上水道事業者から給水を受ける人口の割合。
・指標２～６は 「水道統計 （社団法人日本水道協会）の数値をもとに集計。平成１、 」

９年度の数値は現在集計中であり、平成２１年７月に公表予定。
・指標２は、水道の広域化・統合を推進する観点より、指標の定義の見直しを検討中。
・指標５は３階建て以上の建築物における直結給水実施総戸数。
・指標６は平成１７年度に耐震化の定義が厳格化されたため平成１６年度以前に比べ

値が低下している。
（ 、※平成１７年度より耐震化の定義を厳格化している 基幹施設の耐震性に対しては

水道施設耐震工法指針で定めるレベル２、ランク の耐震基準を満たすものとA
し、基幹管路の耐震性に対しては、導・送・配水管における耐震型継手を有する
ダクタイル鋳鉄管、鋼管及び水道配水用ポリエチレン管（高密度）を耐震管と定
めた 。）

・指標７は 「日本の水資源 （国土交通省土地・水資源局水資源部）による。平成１、 」
９年度の数値は国土交通省により現在集計中。


